
 
○ 都府県では、大消費地に近い立地条件を活かし、飲用向け

の主たる供給地として、中小乳業の飲用工場が多く分布。 
   北海道では、生乳生産コストが低い一方、大消費地から遠

いため、保存が利く乳製品（脱脂粉乳、バター等）の主たる供
給地として、大手乳業の乳製品工場が多く分布。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
○ 飲用牛乳工場数は減少傾向で推移し、H26年には203工場、
乳製品工場数は横ばいで推移し、H26年には44工場。 

 
 
 
 

３ 乳業の現状（工場数） 

大手乳業３社（２６工場） 

中小乳業１５９社（１７７工場） 
（うち農協系乳業４５社（５２工場）） 

大手乳業３社（１６工場） 

中小乳業２３社（２８工場） 
 （うち農協系乳業６社（９工場）） 

○ 国内の乳業工場の分布 
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○ 日本と韓国は、いずれも国内大手３社の市場シェアが約

60％、生乳自給率がともに60％強と業界構造が比較的類似

している。１工場当たりの平均生乳処理量は同程度となって
いるが、飲用工場のみで見れば、韓国の70%程度の水準。 

 
○ また、日本の乳製品の１工場当たりの平均生乳処理量は、

乳製品の割合が高い国々と比較とすれば、デンマークの約
80%であるが、ニュージーランドの18%の水準。 

 
 
 
 
  

３ 乳業の現状（諸外国との比較） 

○ 各国乳業の比較 
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国名 
日本 

韓国 英国 デンマーク カナダ NZ 
飲用 乳製品 

工場数 203 44 80 400注３ 54 444 51 

生乳生産量 
（千㌧/年） 

3,910 3,361 2,214 15,084 5,187 8,625 21,898 

１工場当たりの 
平均生乳処理量 

（千㌧/年） 
19.3 76.4 27.7 37.7注３ 96.1 19.4 429.4 

仕向け割合 
上段：飲用 

下段：乳製品 

52% － 74% 47% 10% 31% 3% 

－ 48% 26% 53% 90% 69% 97% 

製
品
製
造
量 

（千
㌧
／
年
） 

牛乳類 3,455 1,637 7,164 502 2712 657 

クリーム 116 40 308 48 372 － 

バター類 62 4 140 43 87 570 

チーズ 47 9 369 369 362 325 

脱脂粉乳 121 21 122 40 81 410 
注1）工場数は飲用主体と乳製品主体の合計。 
注２）数字は平成26年時点。ただし工場数は、韓国24年、デンマーク、カナダ、ＮＺは27年時点、英国は24年の企業数を記載。 
注３）英国の１工場当たりの平均生乳処理量は、１企業当たりの平均生乳処理量を記載。 

（出展）IDF「The world dairy situation2015」、農林水産省「牛乳乳製品統計」、ALIC「韓国の酪農乳業の現状」、Korea Dairy Committee「THE KOREA 
DAIRY INDUSTY IN FIGURES2012」、USDA「Dairy plants surveyed and Approved for USDA Grading Service」、EDA、農林水産省調べ 



 
○ 大手乳業の収益性は、食品製造業のほぼ平均並み。中小
乳業の収益性は、食品製造業の平均を大きく下回っており、
約3割が赤字経営。 

 
○ 中小乳業の収益性の低さの原因は、① 稼働率が低いこと、
② 販売単価が低いことが挙げられる。 

 
①稼働率： 
    生乳生産量の減少等により、飲用工場、乳製品工場ともに

低下傾向で推移。 
   大手乳業工場では、従業員の多さを活かした交代制や、

発酵乳等の多様な商品の製造等により、中小乳業よりも稼
働率が高い傾向。 

   
 
 
②販売単価： 
   中小乳業の一部では、低温殺菌牛乳の製造など高付加価
値化の取組も見られるものの、一般的に商品開発力が弱い
ため、低価格販売で売上高の確保を図らざるを得ないケー
スが多い。 

３ 乳業の現状（収益性） 

○売上高経常利益率 ○中小乳業の損益動向 

○工場の１日当たり平均生乳処理量及び平均稼働率 

○牛乳の平均小売販売単価（平成28年５月） 

198 
177 174 

100

150

200

大手 農プラ 中小 PB

（単位：税抜、円/リットル） 
216 

22 

65.4 

69.2 

73.1 

73.3 

66.7 

34.6 

30.8 

26.9 

26.7 

33.3 

0% 50% 100%

平成26年 

（52社） 

平成25年 

（52社） 

平成24年 

（52社） 

平成23年 

（60社） 

平成22年 

（60社） 

黒字 赤字 

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

17 18 19 20 21 22 23 24 25 26

（％） 

（年度） 

大手乳業 

中小乳業 

食料品製造業 

１日当たり平均

生乳処理量（ｔ）
稼働率（％）

１日当たり平均

生乳処理量（ｔ）
稼働率（％）

１日当たり平均

生乳処理量（ｔ）
稼働率（％）

１日当たり平均

生乳処理量（ｔ）
稼働率（％）

121 67.3 414 81.0 123 60.3 406 72.0

51 56.7 216 66.9 49 52.8 214 69.8

うち農協系乳業 64 54.2 367 70.2 56 51.7 366 63.1

注１）１日当たり平均生乳処理量＝１か月の生乳処理量/25日で計算。

平成26年度

飲用工場 乳製品工場

大手乳業３社

中小乳業

平成20年度

飲用工場 乳製品工場

（参考）生乳生産量 7,945千トン 7,331千トン

注２）稼働率＝１か月の生乳処理量／生乳処理能力（１日６ｈ×25日稼働）で計算。

資料：農林水産省調べ



 
○ 牛乳乳製品の輸出額は、近隣のアジア諸国向けの育児用

粉乳やLL牛乳等の輸出を中心に、平成22年には約160億円
となったものの、22年の口蹄疫や23年の東日本大震災に伴
う原発事故等により大幅に減少 

   その後、輸出額は回復傾向にあり、平成27年の輸出額は
約96億円 

 
○ 輸出額では育児用粉乳が最も多く、ベトナム・台湾等を中

心に輸出されているほか、香港向けLL牛乳や台湾・中国・シ
ンガポール向けアイスクリームなどが多い。 

 
○ 香港のＬＬ牛乳の輸入元は、中国、オーストラリア、タイで５

割以上を占めており、日本はこれらに次いで４位となってい
る。 

 
○ 香港の牛乳市場は、他国産との競合が激しく、市場規模も

ほぼ横ばいとなっており、輸出拡大にはシェア獲得が不可欠 
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４ 牛乳・乳製品輸出の現状（輸出実績） 

日本産牛乳・乳製品の輸出実績 前年比 
27年 

141％ 

前年同期比 
28年（1-6月）     

136％   

香港における輸入元国の内訳（26年） 

各品目の輸出先国の内訳（27年） 

出展：Global trade atlas 

出展：財務省「貿易統計」 



 
○ 農林水産物の輸出額１兆円の目標達成に向け、「農林水

産業の輸出力強化戦略」（平成28年５月策定）に沿って、以
下の取組等を実施。 

 
○ この中で乳製品については、 
 
 ・ 香港、台湾、中国、シンガポール、マレーシア、ベトナムを

国別戦略重点国とし、これらの国を中心に輸出を推進 
 
 ・ 強みを活かした輸出戦略・体制の確立（平成30年度までに

全ての重点国・地域において市場調査を実施し、現地の日
系小売業者等と連携した円滑な市場開拓等を支援） 

 
 ・ 技術的課題の解決（牛乳の賞味期限を延長し、新鮮さを活

かした輸出が可能な体制の整備等） 
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４ 牛乳・乳製品輸出の現状（輸出強化力戦略） 

 ○乳製品の国別戦略重点国 
   香港、台湾、中国、シンガポール、マレーシア、ベトナム 



 
 
 
Ⅱ 法律の概要  
 １ 農業協同組合法の一部改正 

（１） 組合の事業運営原則の明確化 
    農協及び農協連合会（以下「組合」という。）は、その行う事業によってその組合員及び会員のために最大の奉仕をすることを目的とし、その事

業を行うに当たっては、農業所得の増大に最大限の配慮をしなければならないものとするとともに、農畜産物の販売等の事業の的確な遂行によ
り利益を上げ、その利益を事業の成長発展を図るための投資や事業利用分量配当に充てるよう努めなければならないものとする。（第７条関係） 
 

（２ ） 組合の自主的組織としての組合の運営の確保 
   組合は、事業を行うに当たって、組合員に利用を強制してはならないものとする。 （第10条の２関係） 

 
 
 

        
 

 （３ ）理事等の構成 
    理事の過半数を、原則として、認定農業者又は農産物販売・法人経営に関し実践的能力を有する者でなければならないものとする。  

 （第30条第12項関係） 
 

 （４ ）組合の組織変更等 
    組合は、その選択により、組合を設立する新設分割及び組合から株式会社・一般社団法人・消費生活協同組合・社会医療法人への組織変更

ができるものとする。（第70条の２から第70条の８まで、第４章第１節から第４節まで関係） 
 

（５ ）農業協同組合中央会制度の廃止 
   中央会制度は廃止し、法施行後３年６月の間に、都道府県中央会は農協連合会に、全国中央会は一般社団法人に、それぞれ移行することが
できるものとする。（旧第３章、附則第９条から第27条まで関係） 

 

（６ ） 信用事業を行う農業協同組合等の会計監査人の設置 
    一定規模以上の信用事業を行う農業協同組合等は、公認会計士又は監査法人による会計監査を受けなければならないものとし、新制度への

移行に当たって、政府は適切な配慮を行うものとする。（第37条の２、附則第50条関係） 

農業協同組合法等の一部を改正する等の法律（平成27年法律第63号）の概要について 
（農協法関係部分を抜粋及び農協法第10条の２を付記） 

（参考）農協改革の考え方 

○農業協同組合法（昭和22年法律第132号）  抄 
 

  第１０条の２ 組合は、前条の事業を行うに当たつては、組合員に対しその利用を強制してはならない。 
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